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1 原 判決主文第2項を次のとおり変更する。

校控訴人は,局1紙相手方目録記戦の各相手方に対し,各 禅手
方に対応

する同目録 「返避を請求すべき平成18年 6月から同19年
5月までの

費用弁債額」欄記栽の金員及びこれに対する平成 19年
9月 20日 から

支払済みまで年5分の害」合による金員の支fAを請求
せよ。

2 弥 訟費用は第1, 2審 を通じてこれを20分 し,そ
の1を控訴人の負

々
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担とし,そ の余を校控訴人の負担とする。

事 実  及  び  理  由

第 1 当 害者の求めた裁判

ェ 控 訴人                          i

(1)主 文第 1項 と同旨            ロ

(2)訴 訟費用は第 1, 2審 とも被控訴人
の負担とする。

2 被 控訴人

(1)本 件控訴を莱却する。

(2)控 訴費用は雄祈人の負担とする。

第2 事 案の概要

本L幌市の住民である控所人は,「 十L幌市議会講員
の報酬ょ費用弁償及び期末

!

手当に関する条例J「(平成19年 十L幌市条例第33号 に
よる改正前のもの。以

下 「本件条例」という6)2条 及び同条711附則 11項
に基づき,札 幌市議会議

員に対して費用弁償として公やを支出したこ
とが違法であり,札幌市が支出額

相当の損害を被つたと主張して,地方自治法 (以下
「法」という。)242条

の2第 1項 4号に季づき,被控訴人 (本L幌市長)に
対し,費用弁世として金員

ィを支給した相手方に支出額相当の損害貯償及
びこれに対する訴状送達の日の翌

日である平成19年 9月 20日 から支fA済みまで民津所定
の年5分の害l合によ

る遅延韻審金の文fAの講求をするように求める住民訴訟
を提起した。

原審は,控訴人の訴えのうち,平成18年 4月及
び5月分として支給された

費用弁世については,支 出の日から1年が経過
しており〕監査請求期間を経過

しているため,適 法な監交請求を前置しないものと
して,こ の部分の訴えを却

下し,そ の余の計求を棄却した。       '

控研人は,上 記却下に係る部分を除いて,す
なわち平成18年 6月以降の支

補分について控訴を提起した。

1 当 事者間に争いがない事実及ぴ当事者の主張は,次
の2のとおり補正するほ
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か,原 判決導 「事実及び理由」欄の
「第2 耶 案の概要」の

「1 争 いのない

事実等 (証拠により認定した事実は播孤内に掲記
したo)」 ネぴ 「2 争 点及

び争点に関する当事者の主張Jの うち,平 成
18年 6月以降の支給分に係る部

分のとおりであるから,こ れを引用する。

2 原 判決書 5頁 25行 「札幌市においては,Jの
次に,「 費用弁償が交通費

(タクシー代も含む。), 日 当 (費用弁償にお
いては,会 議出席に要する経費

その他出席に伴う雑策をいう。),事 務経費そ
の他のキL幌市議会議員が職務を

行うために要する費用を法203条 に基
づいて包活的に支給するものであるこ

とから,具 体的費用,項 目を想定して定めたも
のではない。また,こ の費用の

中には,実 費の算定が困難なものもあるから,」
を加える。

第a 当 裁判所の判断

1 費 用弁横の趣旨

法2 0 BttB項 は 「第
一項の者は、職務を行うため要する費用

の弁債を受け

ることができる。」と定め,同 条5項は
「報酬、費用弁横及び期末手当

の額並

びにその支結方法は、条例でこれを定めなければ
ならない。」と規定している。

この趣旨は,普 通地方公共団体の議会の議員等が職務
を行うため費用を要した

場合には,議 員個人に負担させるのではなくコ最終
的には公☆で負担すること

とし,議 員が費用の個人負担を硬慮することな
く,職 務遂行に専心することが

できるようにしたものであると解される。した
がつて,費 用弁償の対象となる

のは,職 務を行うため要する費用に限られ,こ
の実質を有しないものを費用弁

償の対象とする条71jは,法 203条 a項に反
し,同 条5項により条例に委任き

れた範囲を逸脱するものである。

「費用弁依」及び「郭末手当Jについて定また,法 203条 は,「報酬.|,

めたものであるから,そ の文書上,「 費用弁償」
は,「 報醐」及び 「期末手

当」に含まれないものでなければならな
い。

以上のとおり,法 203条 の文言解釈
により,費 用弁債の対象は,費用性
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(職務を行うため要する費用に該当する
こと)を 有し,か つ,報 酬

J性(報酬又

は期末手当に該当すること)を 有しな
いものでなければならない。

2 費 用弁横における裁量の範囲

条例で費用弁債について定める場合におい
ては,議 員が実際に費消した額を

領収書等の提示を受けてから弁償する方
式 (以下 「実額方式」というq)が ■

しかし,実 額方式によると,事 務が煩瑣記の態胃に最も適合するものである。

となり7費 用弁償に当たる側の事務経☆を増大
させることになりかねないから,

「あらかじめ費用弁償の支給事由を定め,そ れに該
当するときには,実 際に費

消した額の多寡にかかわらず,標 輝的な実策
である一定の額を支給することと

する取扱いをすることも許されると解す
べきであり,そ して,こ の場合,い か

なる事由を費用弁償の支絡事白として定める
か,ま た,標 準的な実費である

一

定の額をいくらとするかについては,費 用弁償
だ関する条711を定める当該普通

地方公共団体の議会の裁量判断にゆだねられ
ていると解するのが相当であ

る。」 (最前裁判所平成2年 12月 21日 第
二小法廷半‖決 ・民集44巻 9号 1

706買 )。

被撃訴人のぃう 「定額方式Jに よる費用弁償
を容例で定める場合

においては,

①ぃかなる事由を費用弁償の支綸事白とし
て定めるか,② 標準的な実費である

一定の額をいくらとするか,に ついて普通地方公共団体
の議会の裁量が平

めら

れることは上記のとおりであるが,こ の裁量はJ法
203条 によつて法が条711

に委任した趣晋に反しない範囲で椰められ
るものである。 したがつて,〇 の策

用弁償の支給事由は,費 用性を有し,か
つP報 酬性を有しないものでなければ

ならない。

また,② の標準的な実費である
一定の額をいくらとするかの裁最は,最 終

的

には,定 額方式における 「定額」自体
の合理性に行き若くものではあるが,

「定額」を算出する過程で,職 務を行うため要す
る費用として想定される額を

合理的に見積もり,そ の見械領に基
づいてためられたか否かが関われることに
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なる。立法者 (条例においては普通地方
公共団体の議会)は 1あ る立法

の必要

性 ・合理性を基礎づける事実コすなわち
立法導実を説明する責任を負う

と解さ

れるから,本 件条711についても,「 標準
的な実費である

一定の額Jが 合理的に

見積もられたものである手とは,訴 訟
告知を受けた本L幌市議会の議員

又は条711

の執行に当たる札幌市長において,積 極的
に主張立証すべきことである。

以上によれば,定 額方式による策用弁償は,①
費用l14を有し,か つ,報酬性

を有しない支給事由に基づき,② 弁償される
「定額Jが 合理的であるときに,

裁量の範囲にあるものであり,適 法であ
ることになる。

3 本 件条例における費用弁債の合理性

本件条例 2条は,「 議員が、定例会、臨
時会、常任委員会、議会運営委員会

及ぴ特別委員会の会議に出席したときは、費
用弁はとして日額12,500円を支綸

する。」と定め,本 件条例附貝」11項 は,「 平
成17年4月 1日から平成28年

5

月1日までの間に定例会、臨時会、付任委員
会、議会運営委員会及び特Ell委員

会の会議に出席した議員に対して支綸す
ることとなる費用弁償の日額について

は、第2条の規定にかかわらず、10,000円
とする。」と定めて'iる`。この規定

によれば,本 件費用弁債は,離 員が諦会
の会議に出席したときに支給事れるも

のであるから,費 用弁償の対象となるのは,議員
が議会の会議に出席すつとい

う職務を行うために要する費用に限られ,費
用性のあるものでも,会議

への出

席と関係のない費用 (例えば,議員の個人
事務所の維持経費)は 含まれないゃ

被控訴人は,本 件費用弁横が交通費 (タク
シ~代 も含む。), 日当 (費用弁

償においては,会 議出席に要する経費そ
の他出席に伴う雑☆をいう。),事 務

経費その他の本L幌市議会議員が職務を行
うために要する費用を法203条 に基

づいて包播的に支給するものであることから,具体
的費用,項 目を想定して定

めたものではないし,実費の算定が困難なも
のもあると主張する白

(1)被 控杯人?挙げる上記
の711のうち,「交通費Jについては,議員

が議会の

会議に出席するという職務を行つために要す
る費用に該当し,費用ll■がある
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ことは認められる。しかし,被控訴人は,交
通費の見械りについて,タ クシ

ー代も含むと主張するばかりでJ具 体的見積
額を明らかにしない。本L幌市議

会の議会開催地である札幌市中央区から披も
還い議員の年所までの交通費を,

公共交通機関を用いた場合の料金,自家用車を用
いた場合の燃料代などの条

件で見械ることは,当著に係属してから
でも可能であつたはずであるが,何

ら主張立証がない。なお,会静に出席するた
めに,タ クシ

~を 用いる必要が

ある場合があることは否定されないが,常に必要
であるとまではいえず,常

にタクシーfll用を前提として見械りがされたとすれば,そ
の見積りには合理

性がない。

(2)一 般に,「 日当」の語は多義的であり,① 休業補
償を含む (711えば,民 事

訴訟において証人となつた者に支払う日当 (民
干訴訟費用等に関する法律1

8条 1項))こ ともあるし,② 昼食代を含む (例えぱ〕
出張など本来の勤務

場所と異なる場所で勤務させるときに支払われ
るもの (自家公務員の旅費に

関する法律6条 6項))こ ともあるし,①
l日を単位として支払われる報酬

の意味で月いられることもある。

しかし,議員が議会の会議に出席することは,本来
の職務であつて,何ら

かの休業を余儀なくされることではないから,①
の意味での 「日当」は,費

用弁供の対象にすることができな
いし,監 査委員も本件費用弁償が適法

であ

る理由の一つとして,「 休業補償」を含まな
いことを挙げている (甲第2号

証の2)。 また,議 会開催地で行われる会齢
に出席するのは,議 員が本来の

勤務場所において勤務することにはかな
らないからョ②の意味での 「日当」

も,費 用弁併の対象にすることができな
い。さらに,議 員は,費 用弁償のほ

1かに,報 Wll及び期末手当を支給されているか
ら,① の意味での 「日当」も,

費用弁償の対象にすることができな
いし,監 査委員も 「報酬としての意味

を

有する 「日当Jも 含まれていない」
と述べている (甲第2号証の2)。 した

がって,被 控訴人のいう 「日当Jは ,被 控訴人
が主張するとおり,「 出席に
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伴う締費」と同義であり,他
の意味での 「日当」は含まれない。

(3)被 控所人は,出 席に伴う雑費という意味
での 「日当」及ぴ 「専務経費」に

っぃて,例 示を挙げることなく,様
々な費用を含むと主張するにすぎな

い。

したがつて,こ れらは,会 議
への出席に伴つて生ずる交通費以外

の費用をい

うと解さぎるを得ない。

なお,当 裁判所は,平 成20年 9月 12日
の第1回 口頭弁輪期日!こおい

て,

被控祈人に対し,交 通費以外の,講 月
の会議への出席に伴う維費であるいわ

ゆる 「日当」及び 「事務経費Jの 具体的内容
を明白にするように求釈明し,

｀
被控訴人はこれに応じ,同 年10月

17日 付け準備苦画を提出したものの,

求釈明に対する明確な口答|ま記戦されていな
ふ。このことからすると,被 控

訴人は,議 員の会議への出席に伴う交通費以外
の維費を具体的に観念するこ

とができていないのではないかとの疑問をfA拭し得な
い。

交通費は,特 急性があり,か つヌ費用性
の明らかなものであるから,撮 も

経済的な通常の経略及び方法により算定され
たものである限り,費 用弁償に

上限は設けるべきではない。これに対し;交 通狩以外
に,議 員の会議への出

席に伴つて生ずる,具 体的に特定されな
い種々の費用については,こ れが発

生することが考えられなくはないが,特 定性
がないから,報 酬性を帯ぴない

｀

ものとするためにほ〕合理的上限額を定める
べきであつて,こ の額以下であ

るとき初めて適法であると解される。

国家公務員の旅費に関する法律6条6項の
「日当」は,旅行中の昼食代を

含む檀々の費用に充てられるものと解され
るが,そ の額は同法則表第

一の一

に定められており,「指定職の職務にある者」の日額が
3000円 とされて

いる。これと比較するならば,議会が本来
の勤務場所である本L幌市議会議員

にとつて会議に出席するときの
「日当」は,上記の3000円 から昼食代相

当額を控除した額が合理的上限額である。
また,千L幌市内各地から札幌市議

会の会議に出席するための交通費者,公共交通機関
による交通費をもとに算
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定すると,豊 平峡温泉などの特に遠隔
靴からの場合 (往復千数百円)を 除

き,

市内各地から議会開催地である札ll■市中
央区まで往復約 1000円 以内

の場

合がほとんどであることは,裁 神1所
に顕著である。

したがって,交 通費及ぴこれ以外の,議 員
の会議への出席に伴う雑費

であ

るいわゆる 「日当」及び 「事務経☆Jを 費
用弁償の支給事由とし,~律

の日

額として定めるときは,上記事
llrを考慮して算出される額が合理的

上限額で

あるということができる。

(4)以 上によれば,被 控訴人
の主張する費用弁償の支綸専自のうち,具 俸

的に

特定される支給事出|ま交通費のみ
であり,髄 員の会議への出席に伴う雑費

で

あるいわゆる 「日当J及 び 町務経費Jを
加算したとしても, 日額1万円は,

議員の会議出席に要する費用の
3倍程度に当たることは明らかであ

る。

(5)被 控杯人は,原 判1決器則紙4の
「各政令指定都市における費用弁償額Jに

あるとおり,他 の都市における支給額
の定めなどを考慮すると, 日額

1万円

が不相当に高額とまでいえず,本 件条
例2条及び同条例附則11項 に規定さ

れた費用弁償の支給球由及び額が法
203条 により札幌市議会に与えられ

た

裁量権の範囲を超え,X'よそれを濫用
したものであることを認めるに足り

る

事情はうかがわれないと主張する。                  ・

原判決書別紙4の 「各政令指定都市
における費用弁債額」は,「 住民監

査

請求監査結果」 (甲第2号証の2)4買
の表と同一であるところ,こ の表に

よれば,監 査結果が出された平成19年
7月 25日 現在で,政 令指定都市に

おける費用弁償の定め方は,本L幌市
と同じく,~律 日額 1万円と

している都

市が4市 (仙台市,名 古屋市,京 都
市,福 岡市)あ る

一方3全 く支給しない

こととしている都市が5市 (さいたま市,横
浜市J浜 松市,大 阪市,堺 市),

公共交通費の実費を支給すること
としている都市が1市 (静田市)7隠

離に

応じて
一定の幅で支持することとして

いる都市が2市 (神戸市,北 九州
市)

あることが認められる。したが
つて,政 令指定都市において,費 用弁

償とし
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て一律の日額を定めるのは】上副の表の都市全体
の半分にすぎず,必 ずしも

主流とはいえないし,1都市の面積や人口によ
つて~定 の傾向が認められるも

のでもない。実費方式 (静岡市)な ど
―律日額以外の定め方をして

いる都市

の実情を調益したが,札 幌市においては採用
することができない事情があつ

たのであればともかく (破控訴人からそのような球情
の主張立証はない。),

単に一律の日額として定めた額が他の政令指定都
市における費用弁償と横並

びであることだけでは,合 理性を基礎づけることは
できない。

(6)以 上のとおり検討したところからすれば,本 件
費用弁債は7交 通費及び出

席に伴う締費の弁徴を行う限度では合理的裁量
の範囲内にあるが,こ れを超

`え る部分は,裁 量権の範囲を超え,ヌ は裁最権を濫用
したものである。

本件費用弁依は7上 記のとおり,一 部に違法
な部分を含むものであるが,

費用弁債の具体的金額は,本 来コ条例によ
つて定められるべきものである。

本件費用弁償の額はョ必要と見込まれる費用額
の3倍程度の日額が

~律 に支

給されたものであるから,被 控研人においては,全 体
が避法な支出として,

本件費用弁徴を受けた者に対し,ひ とまず全額を
返還するよう請求すべきで

ある。

4 結 論

以上によれば,平 成18年 6月から同1

の控跡人の請求は,理 由がある。よつて,

とし,主 文のとおり判決する。

札幌高等裁判所第2民事部

9年 5月までの費用弁償額について

これと異なる原判決を変耳すること

進永末裁判長裁判l官
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相 手 方 目 録

Э

握
播響嘉縛難薯濯群翻

博
相手方く維長名)

4utJ7ΨUU

580,000

570,000

570,000

530,000

480,000

1 青山 浪 子

声原 進

阿部良主義

飯坂 宗子

五十問億芸

2

3

4

5

6 伊蒜理智子

井上 ひき子

4807000

57070007

8 猪撫 輝夫

伊予部年男

大越 説幸

大時 浦

大西 刊夫

小形 看織

小サ11勝美

長内 直也

小日 幅幸

鞘
620,000

570,000

550,000

5707000

570,DOO

520ゃ000

530,000

9

10

12

18

14

15

16

17 小谷 信蔵

小野 正美

恩村 ―郎

柿崎 勲

勝木 勇人

上部戸正則

川口谷 正

義卜 雄
一

熊谷 器
一

近藤 和男

板 ひろみ~ ~ 合
計

一

０
０

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

oユユロ



号欝甲務謂蹴ぽ濯卦田f相手方(議員名)

齢本 に 雄

商橋  功

諦 翻

武帝 憲
一

西村 咋 _

o3t」ruUu

610,000

580,000

5601000

5601000

540,000

610,000

530,000

490t000

570,000

560,000

5401000

470.000

510,000

31

32

33

34

3S

36

37

38

30

40

41

42

43

44 距瀬 幸 ニ

罵端 兼 年

林素とんでん平

原日 伸
一

Ewn nn「

570,000

4701000

S10.000

45

46

47

42 標士  勝 5807000

4

ぉ、じわら広昭
5707000

490,00050

51 細川 正 人 530〔000

52

三浦 美 三 500,000

530,000

560,000

5901000

560〔000

16,4601000

53

54

Ｅ
Ｕ
ｒ
コ

56

57

5B

59

60

oユ2‐
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鶏鑓銘鵠調席博幹間
li

相手方 (種員名)

口村 乗 子

日本 首 人

村上 勝 志

付松 正 海

村山 秀 載

山田 ~年

涌井 国養
合  計 (円)

織 計 (円)

為13'



これは正本である。

平成21年2月20日

札幌高等裁fll所第2民事部

裁判所書記官  中  野


